
「人権方針」 （JFR行動原則から抜粋） 

 

JFRグループは、創業以来、社是として掲げた「先義後利」「諸悪莫作 衆善奉行」をもとにステー

クホルダーの皆様から信頼される企業活動を行ってきました。 

私たちのあらゆる事業活動の土台となるのが人権の尊重です。それぞれの国・事業での活動全

般に渡って関係する様々な人権問題について理解を深め、適切な行動をとっていくことが企業に

求められています。私たちJFRグループは、本方針に基づき活動していきます。 

本方針はすべての役員と従業員に適用されます。 

JFRグループのESG推進の役割を担う執行役経営戦略統括部長が、本方針の運用と責任を担い

ます。 

JFR グループは、お取引先様に本方針をご理解頂くことに努めます。お取引先様におかれまして

は、本方針が定める事項についてご理解いただき、遵守いただきますことを期待します。 

 

(１)人権に対する基本的な考え方 

私たちは、商品の調達から、消費・利用を含むバリューチェーンの各プロセスにおいて私たちのビ

ジネスが、直接または間接的に人権に影響を及ぼすことを理解しています。 

また、私たちは「国際人権章典」「ビジネスと人権に関する指導原則」、及び国際労働機関(ILO)の

「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を支持し、取り組みます。 

また、国連グローバルコンパクト署名企業として「国連グローバルコンパクト10原則」を支持し、尊

重しています。 

私たちは、日本国はもとより、事業活動を行うそれぞれの国または地域における法と規制を遵守

するとともに、国際人権基準を最大限尊重し、積極的に推進します。 

 

(２)ステークホルダーと人権 

私たちは、人権、民族、国籍、社会的身分及び門地、性別、障がいの有無、健康状態、思想・信

条、性的指向・性自認及び職種や雇用形態の違い等に基づくあらゆる差別の禁止、ハラスメント

の禁止、安全な労働環境の提供、最低賃金の確保、適正な労働時間管理を含む責任ある労働慣

行、結社の自由と団体交渉の尊重をお約束します。 

私たちは、どのような形態の人身取引を含む奴隷労働や強制労働、児童労働も認めません。 

 

(３)人権デューデリジェンスの実施 

私たちは、「ビジネスと人権に関する指導原則」に従って、JFRグループの事業と関係する人権に

対する負の影響を特定し、予防、軽減する取り組みを進めていきます。 

私たちは、人権そのものを侵害しないことはもちろんのこと、自らの事業活動において人権に対す

る負の影響が生じていることが判明した場合は、是正に向けて適切な対応をとることで、人権尊

重の責任を果たし、責任あるサプライチェーンを築いていきます。 



私たちは、人権デューデリジェンスの仕組みを構築し、JFRグループが社会に与える人権に対す

る負の影響を特定し、適切かつ効果的な救済措置を講じるように努めます。 

私たちは、人権への負の影響を特定し対処する取り組みの進捗状況について、定期的に公開し

ていきます。 

 

(４)人権尊重に対する企業風土の醸成 

私たちは、人権尊重の企業風土を根付かせるために、すべての役員及び従業員に対して本方針

の実践に必要な教育および啓発活動を行っていきます。 

 

(５)ステークホルダーとの対話 

私たちは、JFR グループに関連する人権課題について、継続的にステークホルダーとの対話を行

い、人権尊重への取り組みを進化させていきます。 

 

 


